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令 和 ４ 年 度

本 庄 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書





　　　令和４年度本庄市下水道事業会計予算 　

　（総則）

第１条　令和４年度本庄市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

 （１） 公共下水道事業

　　　水洗化戸数 １９，８４２ 戸　  

　　　年間有収水量 ５，４７５，０００ ㎥    

　　　一日平均有収水量 １５，０００ ㎥    

　　　主な建設改良事業

　　　管渠布設 ６，４７９ ｍ　  

 （２） 農業集落排水事業

　　　水洗化戸数 ８４５ 戸　  

　　　年間処理水量 ２３４，９００ ㎥    

　　　一日平均処理水量 ６４３ ㎥    

　　　主な建設改良事業

　　　処理場建設改良費 ５，４１８ 千円　

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
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　第１款　公共下水道事業収益 １，９０９，６２２ 千円  

　　第１項　営業収益 ９２５，４８９ 千円  

　　第２項　営業外収益 ９８４，１３３ 千円  

　第２款　農業集落排水事業収益 ２４２，６３５ 千円  

　　第１項　営業収益 ２８，７６８ 千円  

　　第２項　営業外収益 ２１３，８６７ 千円  

　収益的収入合計　 ２，１５２，２５７ 千円  

　第１款　公共下水道事業費用 １，７３３，４０８ 千円  

　　第１項　営業費用 １，６３１，２３４ 千円  

　　第２項　営業外費用 １００，８２４ 千円  

　　第３項　特別損失 ８５０ 千円  

　　第４項　予備費 ５００ 千円  

　第２款　農業集落排水事業費用 ２４６，７８７ 千円  

　　第１項　営業費用 ２３１，５２９ 千円  

　　第２項　営業外費用 １４，５０８ 千円  

　　第３項　特別損失 ２５０ 千円  

　　第４項　予備費 ５００ 千円  

　収益的支出合計 １，９８０，１９５ 千円  

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 ４１１，

　４５８ 千円は過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ５３，４９６ 千円、当年度分消費税及び地方消費税資本

支　　　　　　　　　　 出

収　　　　　　　　　　 入

-2-



　的収支調整額 ２５，８８６ 千円、過年度分損益勘定留保資金 １３，１４５ 千円、及び当年度分損益勘定留保資金 ２８

　８，９３１ 千円及び減債積立金取崩額 ３０，０００ 千円で補てんするものとする。）。

　第１款　公共下水道事業資本的収入 １，４７１，６５９ 千円  

　　第１項　企業債 ９４８，４００ 千円  

　　第２項　他会計負担金 ５６，１３０ 千円  

　　第３項　他会計補助金 ２１，５９４ 千円  

　　第４項　国庫補助金 ３８６，０００ 千円  

　　第５項　負担金等 ５８，５３５ 千円  

　　第６項　預託金回収金 １，０００ 千円  

　第２款　農業集落排水事業資本的収入 ３４，３０８ 千円  

　　第１項　企業債 ６，５００ 千円  

　　第２項　他会計補助金 ２４，０００ 千円  

　　第３項　県補助金 ２６８ 千円  

　　第４項　負担金等 ２，９４０ 千円  

　　第５項　預託金回収金 ６００ 千円  

　資本的収入合計　 １，５０５，９６７ 千円  

　第１款　公共下水道事業資本的支出 １，８４５，２５５ 千円  

　　第１項　建設改良費 １，４２１，６１５ 千円  

　　第２項　固定資産購入費 ２，３５４ 千円  

　　第３項　企業債償還金 ４２０，２８６ 千円  

　　第４項　融資あっせん預託金 １，０００ 千円  

収　　　　　　　　　　 入

支　　　　　　　　　　 出
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　第２款　農業集落排水事業資本的支出 ７２，１７０ 千円  

　　第１項　建設改良費 １４，８６９ 千円  

　　第２項　企業債償還金 ５６，４３２ 千円  

　　第３項　基金積立金 ２６９ 千円  

　　第４項　融資あっせん預託金 ６００ 千円  

　資本的支出合計　 １，９１７，４２５ 千円  

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 農業集落排水事業 ６，５００ 千円

普通貸借

又　　は
証券発行

 ５．０％以内（ただ
 し、利率見直し方式
 で借り入れる資金に
 ついて、利率の見直
 しを行った後におい
 ては、当該見直し後
 の利率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合には債権者と協定するも
のによる。ただし、企業財政
の都合により据置期間及び償
還期限を短縮し、若しくは繰
上償還又は低利に借り換えす
ることができる。

計 ９５４，９００ 千円

事　　　項 期　　　間 限　度　額

 水洗便所改造資金融資あっせんに対
 する損失補償（令和４年度分）

 令和４年度から令和８年度まで
 当該資金の貸し付けにより生ずる元金、
 利子及び遅延金に相当する額

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利　　率 償還の方法

 公共下水道事業 ８６６，５００ 千円

 公共下水道事業
 （広域化・共同化分）

８，１００ 千円

 公共下水道事業
 （特別措置分）

２５，０００ 千円

 利根川右岸
 流域下水道事業

４８，８００ 千円
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　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、１，０００，０００ 千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

  (１)　営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　(１)　職員給与費 １０２，６２６ 千円  

　（他会計からの補助金）

第１０条　下水道事業安定のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１４６，７９６ 千円である。

　　令和４年　２月２５日　提　出

　 本庄市長　　吉　　田　　信　　解
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令 和 ４ 年 度

本庄市下水道事業会計予算に関する説明書





          款           項           目 予定額

 1 公共下水道事業収益 1,909,622

 1 営業収益 925,489

 1 下水道使用料 855,222

 2 雨水処理負担金 69,934

 3 その他営業収益 333

 2 営業外収益 984,133

 1 受取利息及び配当金 5

2 他会計負担金 327,696

3 国庫補助金 10,000

4 長期前受金戻入 646,420

5
消費税及び地方消費税
還付金

1

6 雑収益 11

令和４年度本庄市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収      入 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2 農業集落排水事業収益 242,635

 1 営業収益 28,768

 1 農業集落排水使用料 28,600

 2 その他営業収益 168

 2 営業外収益 213,867

 1 受取利息及び配当金 1

 2 他会計補助金 101,202

 3 他会計負担金 54,463

 4 長期前受金戻入 58,201

2,152,257収益的収入合計

（単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 1 公共下水道事業費用 1,733,408

 1 営業費用 1,631,234

 1 管渠費 143,305

 2
流域下水道維持管理負
担金

454,425

 3 普及促進費 338

 4 業務費 21,721

 5 総係費 69,985

 6 減価償却費 939,391

 7 資産減耗費 2,069

 2 営業外費用 100,824

 1
支払利息及び企業債取
扱諸費

100,804

 2 雑支出 20

 3 特別損失 850

 1 過年度損益修正損 850

 4 予備費 500

 1 予備費 500

支      出 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2 農業集落排水事業費用 246,787

 1 営業費用 231,529

 1 管渠費 16,631

 2 処理場費 48,520

 3 業務費 813

 4 総係費 14,963

 5 減価償却費 87,539

 6 資産減耗費 63,063

 2 営業外費用 14,508

 1
支払利息及び企業債取
扱諸費

11,988

 2 消費税及び地方消費税 2,500

 3 雑支出 20

 3 特別損失 250

 1 過年度損益修正損 250

 4 予備費 500

 1 予備費 500

1,980,195収益的支出合計

（単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 1
公共下水道事業資本的
収入

1,471,659

 1 企業債 948,400

 1 建設改良債 899,600

 2 流域下水道事業債 48,800

 2 他会計負担金 56,130

 1 他会計負担金 56,130

 3 他会計補助金 21,594

 1 企業債元金償還補助金 19,680

 2 その他他会計補助金 1,914

 4 国庫補助金 386,000

 1 国庫補助金 386,000

 5 負担金等 58,535

 1 受益者負担金 53,071

 2 工事負担金 5,464

 6 預託金回収金 1,000

 1 預託金回収金 1,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収      入 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2
農業集落排水事業資本
的収入

34,308

 1 企業債 6,500

 1 建設改良債 6,500

 2 他会計補助金 24,000

 1 企業債元金償還補助金 24,000

 3 県補助金 268

 1 県補助金 268

 4 負担金等 2,940

 1 受益者分担金 2,940

5 預託金回収金 600

 1 預託金回収金 600

1,505,967資本的収入合計

（単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 1
公共下水道事業資本的
支出

1,845,255

 1 建設改良費 1,421,615

 1 管路建設改良費 1,372,809

 2 流域下水道建設負担金 48,806

 2 固定資産購入費 2,354

 1 有形固定資産購入費 2,354

 3 企業債償還金 420,286

 1 建設企業債元金償還金 367,682

 2
流域下水道事業債元金
償還金

52,604

 4 融資あっせん預託金 1,000

 1 融資あっせん預託金 1,000

支      出 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2
農業集落排水事業資本
的支出

72,170

 1 建設改良費 14,869

 1 管路建設改良費 9,451

 2 処理場建設改良費 5,418

 2 企業債償還金 56,432

 1 建設企業債元金償還金 52,912

 2
その他の企業債元金償
還金

3,520

 3 基金積立金 269

 1 基金積立金 269

 4 融資あっせん預託金 600

 1 融資あっせん預託金 600

1,917,425資本的支出合計

（単位：千円）

備    考
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本庄市

下水道事業 （単位：円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 147,325,000

　　減価償却費 1,026,930,000

　　固定資産除却費及び減損損失 15,132,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 745,000

　　賞与等引当金の増減額（△は減少） 396,000

　　長期前受金戻入額 △ 704,621,000

　　受取利息及び受取配当金 △ 6,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 112,792,000

　　未収金の増減額（△は増加） 5,562,000

　　未払金の増減額（△は減少） △ 291,977,000

　　小計 312,278,000

　　利息及び配当金の受取額 6,000

　　利息の支払額 △ 112,792,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 199,492,000

令和４年度本庄市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和4年4月1日 から 令和5年3月31日 まで ）
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2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,018,162,000

　　無形固定資産の取得による支出 △ 48,806,000

　　基金の積立による支出 △ 269,000

　　国庫補助金等による収入 386,268,000

　　受益者負担金等による収入 60,304,000

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 101,724,000

　　特定収入に係る消費税相当調整額 △ 46,263,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 565,204,000

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 954,900,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 476,718,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 478,182,000

 

　資金増加額（又は減少額） 112,470,000

　資金期首残高 731,592,693

　資金期末残高 844,062,693
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1　総括

本
年
度

損益勘定支弁職員 13 9 （ ） 242 32,996 20,360 53,598

給  与  費  明  細  書

（単位：千円）

区 分
職員数（ 人） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

11,404 65,002

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,308 10,254 30,562 7,062 37,624

63,474

53,304 30,614 84,160 18,466 102,626合　　　　計 13 15 （ ） 242

37,934

合　　　　計 13 15 （ ） 323 53,301

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,585

31,151 84,775 16,633 101,408

前
年
度

損益勘定支弁職員 13 9 （ ） 323

10,790 31,375 6,559

32,716 20,361 53,400 10,074

比

較

280 △ 1 198

3 △ 537 △ 615 1,833 1,218

△ 277 △ 536 △ 813 503 △ 3100 （ ）

損益勘定支弁職員 0 0 ( ) △ 81 1,330 1,528

資本勘定支弁職員

本 年 度 1,632 1,728 948

合　　　　計 0 0 ( ) △ 81

備考　１　（ ）内は、再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計について外書き

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当

864 11,586 9,242

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

備 考

1,728 834

4,578 36

比 較 △ 24 0 114 △ 178

4,578 361,042 12,118 9,159前 年 度 1,656

0△ 532 83 0
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 (1)　会計年度任用職員以外の職員

本
年
度

損益勘定支弁職員 13 9 （ ） 242 32,996 20,360

（単位：千円）

区 分
職員数（ 人） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

63,474

53,304 30,614 84,160 18,466 102,626

53,598

合　　　　計 13 15 （ ） 242

11,404 65,002

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,308 10,254 30,562 7,062 37,624

37,934

合　　　　計 13 15 （ ） 323 53,301

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,585

31,151 84,775 16,633 101,408

前
年
度

損益勘定支弁職員 13 9 （ ） 323

10,790 31,375 6,559

32,716 20,361 53,400 10,074

比

較

280 △ 1 198

3 △ 537 △ 615 1,833 1,218

△ 277 △ 536 △ 813 503 △ 3100 （ ）

損益勘定支弁職員 0 0 （ ） △ 81 1,330 1,528

資本勘定支弁職員

本 年 度 1,632 1,728 948

合　　　　計 0 0 （ ） △ 81

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

　　　２　（ ）内は、再任用短時間勤務職員について外書き

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当

864 11,586 9,242

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

備 考

1,728 834

4,578 36

比 較 △ 24 0 114 △ 178

4,578 361,042 12,118 9,159前 年 度 1,656

0△ 532 83 0
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2  給料及び手当の増減額の明細 （単位 : 千円）

説     明 備      考

3 給 与 改 定 に

伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 248 平均昇給率　　　　　　　    　   1.90%

増　　加　　分 昇給日　　　　　　　　　　　　　1月1日

そ　の　他　の △ 245  職員の異動等に伴う増減 予算計上時における職員数

増　　減　　分 　本年度    15人 （   ）人

 　前年度    15人 （   ）人

　増  減 　　0人 （   ）人

△ 537 制 度 改 正 に △ 710  期末手当　　         △710

伴 う 増 減 分

そ　の　他　の 173  職員の異動等に伴う増減

増　　減　　分

 

備考　１　（ ）内は、再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計について外書き

区     分 増  減  額 増 減 事 由 別 内 訳

給 　   料

手 　   当
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3  給料及び手当の状況

（1） 職員1人当り給与

行　　政　　職 技 能 労 務 職

   平 均 給 料 月 額（円） 293,530                 

令和4年1月1日現在   平 均 給 与 月 額（円） 326,977                 

  平   均   年   齢（歳） 38.0                    

   平 均 給 料 月 額（円） 295,543                 

令和3年1月1日現在   平 均 給 与 月 額（円） 335,064                 

  平   均   年   齢（歳） 40.1                    

（2） 初任給

埼　　玉　　県 国

行 政 職（円） 行政職（一）（円）

高  校  卒 154,900                 170,391                 180,720                 

短  大  卒 168,900                 

大  学  卒 188,700                 207,572                 218,640                 

区        　　          分

区　　　分 行　政　職（円）

※初任給には、地域手当を含む（国は本府省採用の場合）
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（3） 級別職員数

区       分

 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8  (   )    　  (   )    　   (   )    　  (   )    　

7  (   )　　　  (   )　　　  (   )    　  (   )    　

6  (   )　　1　  (   )　　7  (   )    　  (   )    　

5  (   )　　2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

令和4年1月1日現在 4  (   )　　2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

3  (   )　　7　  (   )   47  (   )    　  (   )    　

2  (   )　　2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

1  (   )　　1　  (   )　  7  (   )    　  (   )    　

計  (   )　 15　  (   )　100　　 計  (   )    　　 　 (   )    

 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8  (   )    　  (   )    　  (   )    　  (   )    　

7  (   )　　　  (   )　　　  (   )    　  (   )    　

6  (   )　  1　　 (   )　　7  (   )    　  (   )    　

5  (   )　  2　　 (   )　 13  (   )    　  (   )    　

令和3年1月1日現在 4  (   )    2 　 (   )　 13  (   )    　  (   )    　

3  (   )　  8  　　 (   )   53  (   )    　  (   )    　

2  (   )　  1 　 (   )　  7  (   )    　  (   )    　

1  (   )　  1　  (   )　  7  (   )    　  (   )    　

計  (   )　 15 　 (   )  100 計  (   ) 　 　  (   )  　

区 分 8   級 7   級 6   級 5   級 4   級 3   級 2   級 1　 級
部  長 次　長 課　長 課長補佐 係　長 主　任 主　事 主事補

参　事 副参事 主  　幹 主　査 技　師 技師補

行　　　政　　　職 技　能　労　務　職

( )内は再任用短時間勤務職員　（外書き）

（級別の基準となる職務）

行 政 職
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行 政 職 技 能 労 務 職

（人） 15              15                

本 （人） 15              15                

　1号給 （人）

　2号給 （人）

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 10              10                

  5号給 （人） 4               4                 

度   6号給 （人） 1               1                 

（％） 100             100               

（人） 15              15                

前 （人） 14              14                

　1号給 （人）

  2号給 （人） 1               1                 

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 10              10                

　5号給 （人） 3               3                 

度   6号給 （人）

（％） 93              93                

  職     員     数  （Ａ）

（4） 昇給  

区             分    合         計   
  代  表  的  な  職  種

  比    率  （Ｂ）／（Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

  比    率  （Ｂ）／（Ａ）

  職     員     数  （Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳
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（5） 期末手当・勤勉手当

支給率計

（月分）

(2.250)
4.30

(2.350)
4.45

(2.350)
4.45

( )内は再任用職員の支給率

（6） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

最高限度 そ の 他 の

（月分） 加 算 措 置 等

 

支 給 率 等 47.709

（2%～45%加算）   ） 

（1%～45%加算）   ） 

 （支給率等は令和4年1月1日現在）

（7） その他の手当

【扶養手当】

【住居手当】

区   分
支   給   期   別   支   給   率 職制上の段階、職務の

備  考
6月（月分） 12月（月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

本 年 度
(1.125) (1.125)

有
2.15 2.15

前 年 度
(1.175) (1.175)

有
2.225 2.225

者（月分） 者（月分） 者（月分）

国 の 制 度
(1.175) (1.175)

有
2.225 2.225

区　　分
20年勤続の 25年勤続の 35年勤続の

　　備　　考

 定年前早期退職
 特別措置24.586875 33.27075 47.709

国 の 制 度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709

扶　　養　　手　　当

異　 な 　る
給料表の級にかかわらず、配偶者6,500円、子10,000円、父母等6,500円支給

住　　居　　手　　当
持家について、3,500円支給

47.709

 定年前早期退職
 特別措置

区　　　　　　分 国の制度との異同 差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

-23-



（令和4年度に係る分） （単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 営 業 収 益 そ の 他

 水洗便所改造資金融資あっせん
 に対する損失補償（令和4年度
 分）

当該資金の貸し付
けにより生ずる元
金、利子及び遅延
金に相当する額

― ―
令和4年度から
令和8年度まで

限度額に同じ

（過年度に係る分） （単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 営 業 収 益 そ の 他

 水洗便所改造資金融資あっせん
 に対する損失補償（令和3年度
 分）

当該資金の貸し付
けにより生ずる元
金、利子及び遅延
金に相当する額

― ―
令和4年度から
令和7年度まで

限度額に同じ

債務負担行為に関する調書

左 の 財 源 内 訳

限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

事 項 限 度 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

事 項

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 116,405,653

     ロ 建物 437,094,777

      　建物減価償却累計額 △ 47,050,758 390,044,019

     ハ 構築物 30,655,119,981

      　構築物減価償却累計額 △ 5,441,659,965 25,213,460,016

     ニ 機械及び装置 351,543,449

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 92,172,508 259,370,941

     ホ 車両運搬具 2,775,999

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 512,175 2,263,824

     ヘ 工具、器具及び備品 1,020,440

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 340,818 679,622

     ト 建設仮勘定 186,745,041

        有形固定資産合計 26,168,969,116

令和４年度本庄市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

資     産     の     部

（ 令和5年3月31日 )
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 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 2,596,793,456

     ロ その他無形固定資産 2,052,000

        無形固定資産合計 2,598,845,456

 (3) 投資その他資産

     イ 出捐金 1,339,000

     ロ 基金 38,930,515

        投資その他資産合計 40,269,515

        固定資産合計 28,808,084,087

2 流動資産

 (1) 現金預金 844,062,693

 (2) 未収金 126,433,000

     貸倒引当金 △ 3,357,272 123,075,728

        流動資産合計 967,138,421

        資産合計 29,775,222,508

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 9,682,645,984

     ロ その他の企業債 10,560,000

負     債     の     部
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        企業債合計 9,693,200,237

        固定負債合計 9,693,200,237

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 441,190,555

     ロ その他の企業債 3,520,000

        企業債合計 444,710,555

 (2) 未払金 386,160,000

 (3) 引当金

     イ 賞与等引当金 8,662,000

        引当金合計 8,662,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り保証金 440,000

        その他流動負債合計 440,000

        流動負債合計 839,972,555

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 23,163,243,993

     長期前受金収益化累計額 △ 5,165,979,303 17,997,264,690

        繰延収益合計 17,997,264,690

        負債合計 28,530,437,482
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6 資本金 675,821,875

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 国庫補助金 44,692,044

     ロ 県補助金 11,796,284

     ハ 受益者負担金等 3,252,601

     ニ 工事負担金 2,810,215

     ホ その他他会計補助金 13,125,149

        資本剰余金合計 75,676,293

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 163,699,382

     ロ 建設改良積立金 30,000,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 299,587,476

        利益剰余金合計 493,286,858

        剰余金合計 568,963,151

        資本合計 1,244,785,026

        負債資本合計 29,775,222,508

資     本     の     部
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令和４年度注記 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

建物              ５０年 
構築物          １０～５０年 
機械及び装置        ７～３５年 
車両運搬具          ４～６年 
工具、器具及び備品      ４～５年 

  ロ．無形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

施設利用権           ４５年 
その他無形固定資産        ５年 

 
（２）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 
職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平成１８年組合条例第２１号）第３条に規定

されている一般負担金を除き、全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 
ロ．賞与等引当金 
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職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
２．予定貸借対照表等に関する注記 
（１）引当金等の取り崩し 

イ．賞与等引当金 
令和４年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与等引

当金９，０８２千円を取り崩す。 
ロ．貸倒引当金 
  当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金６００千円を取り崩す。 
 

（２）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 
貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は６，５９７，２１９千円である。 
 

３．セグメント情報の開示 
（１）報告セグメントの概要 
   本庄市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 
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   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 
事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における汚水及び雨水の処理 
農業集落排水事業 農業集落における汚水の処理 

 
（２）報告セグメントの営業収益等 
   当年度（令和４年４月１日から令和５年３月３１日）                単位：千円 

 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 
営業収益 
営業費用 

847,721 

1,575,247 

26,168 

220,940 

873,889 

1,796,187 

営業損益 
経常損益 

△727,526 

151,600 

△194,772 

△2,275 

△922,298 

149,325 

セグメント資産 26,997,824 2,777,399 29,775,223 

セグメント負債 
・企業債 
・繰延収益 
・その他 

25,920,525 

9,209,665 

16,323,243 

377,882 

2,609,912 

928,246 

1,674,021 

17,380 

28,530,437 

10,137,911 

17,997,264 

395,262 

その他の項目 
・他会計繰入金 
・減価償却費 
・有形固定資産及び無形 
固定資産の増減額 

 

475,354 

939,391 

393,799 

 

179,665 

87,539 

△111,359 

 

655,019 

1,026,930 

282,440 
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（単位：円）

1 営業収益

 (1) 使用料 725,929,000

 (2) 雨水処理負担金 55,492,000

 (3) その他営業収益 285,000 781,706,000

2 営業費用

 (1) 管渠費 108,711,000

 (2) 処理場費 41,144,000

 (3) 流域下水道維持管理負担金 407,605,000

 (4) 普及促進費 467,000

 (5) 業務費 20,527,000

 (6) 総係費 81,434,000

 (7) 減価償却費 1,003,671,000

 (8) 資産減耗費 19,295,000 1,682,854,000

     営業損失 901,148,000

3 営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 9,000

 (2) 他会計補助金 36,096,000

 (3) 他会計負担金 383,371,000

令和３年度本庄市下水道事業予定損益計算書（前年度分）
（ 令和3年4月1日 から  令和4年3月31日 まで ）
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 (4) 国庫補助金 3,000,000

 (5) 長期前受金戻入 671,208,000

 (6) 雑収益 11,000 1,093,695,000

4 営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 114,869,000

 (2) 雑支出 6,574,000 121,443,000 972,252,000

     経常利益 71,104,000

5 特別損失

 (1) 過年度損益修正損 1,008,000 1,008,000

6 予備費

 (1) 予備費 1,000,000 1,000,000 △ 2,008,000

     当年度純利益 69,096,000

     前年度繰越利益剰余金 192,714,051

     その他未処分利益剰余金変動額 30,000,000

     当年度未処分利益剰余金 291,810,051
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 116,405,653

     ロ 建物 448,657,777

      　建物減価償却累計額 △ 31,449,758 417,208,019

     ハ 構築物 28,881,842,263

      　構築物減価償却累計額 △ 4,659,528,965 24,222,313,298

     ニ 機械及び装置 345,592,085

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 68,092,508 277,499,577

     ホ 車両運搬具 635,999

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 341,175 294,824

     ヘ 工具、器具及び備品 1,020,440

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 49,818 970,622

     ト 建設仮勘定 695,987,123

        有形固定資産合計 25,730,679,116

令和３年度本庄市下水道事業予定貸借対照表(前年度分)

資     産     の     部

（ 令和4年3月31日 )
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 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 2,751,959,456

     ロ その他無形固定資産 2,736,000

        無形固定資産合計 2,754,695,456

 (3) 投資その他資産

     イ 出捐金 1,339,000

     ロ 基金 38,661,515

        投資その他資産合計 40,000,515

        固定資産合計 28,525,375,087

2 流動資産

 (1) 現金預金 731,592,693

 (2) 未収金 130,824,000

     貸倒引当金 △ 2,612,272 128,211,728

        流動資産合計 859,804,421

        資産合計 29,385,179,508

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 9,172,451,747

     ロ その他の企業債 10,560,000

負     債     の     部
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        企業債合計 9,183,011,747

        固定負債合計 9,183,011,747

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 473,197,045

     ロ その他の企業債 3,520,000

        企業債合計 476,717,045

 (2) 未払金 419,825,000

 (3) 引当金

     イ 賞与等引当金 9,082,000

        引当金合計 9,082,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り保証金 440,000

        その他流動負債合計 440,000

        流動負債合計 906,064,045

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 22,660,001,993

     長期前受金収益化累計額 △ 4,461,358,303 18,198,643,690

        繰延収益合計 18,198,643,690

        負債合計 28,287,719,482
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6 資本金 675,821,875

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 国庫補助金 44,692,044

     ロ 県補助金 11,796,284

     ハ 受益者負担金等 3,252,601

     ニ 工事負担金 2,810,215

     ホ その他他会計補助金 13,125,149

        資本剰余金合計 75,676,293

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 193,699,382

     ロ 建設改良積立金 30,000,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 122,262,476

        利益剰余金合計 345,961,858

        剰余金合計 421,638,151

        資本合計 1,097,460,026

        負債資本合計 29,385,179,508

資     本     の     部
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令和３年度注記 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

建物              ５０年 
構築物          １０～５０年 
機械及び装置        ７～３５年 
車両運搬具          ４～６年 
工具、器具及び備品      ４～５年 

  ロ．無形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

施設利用権           ４５年 
その他無形固定資産        ５年 

 
（２）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 
職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平成１８年組合条例第２１号）第３条に規定

されている一般負担金を除き、全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 
ロ．賞与等引当金 
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職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
２．予定貸借対照表等に関する注記 
（１）引当金等の取り崩し 

イ．賞与等引当金 
令和３年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与等引

当金８，２５９千円を取り崩す。 
ロ．貸倒引当金 
  当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金６２８千円を取り崩す。 
 

（２）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 
貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は５，７３１，６５０千円である。 
 

３．セグメント情報の開示 
（１）報告セグメントの概要 
   本庄市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 
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   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 
事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における汚水及び雨水の処理 
農業集落排水事業 農業集落における汚水の処理 

 
（２）報告セグメントの営業収益等 
   当年度（令和３年４月１日から令和４年３月３１日）              （単位：千円） 

 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 
営業収益 
営業費用 

753,564 

1,528,878 

28,142 

153,976 

781,706 

1,682,854 

営業損益 
経常損益 

△775,314 

69,288 

△125,834 

1,816 

△901,148 

71,104 

セグメント資産 26,496,840 2,888,340 29,385,180 

セグメント負債 
・企業債 
・繰延収益 
・その他 

25,569,868 

8,681,551 

16,477,046 

411,271 

2,717,851 

978,178 

1,721,597 

18,076 

28,287,719 

9,659,729 

18,198,643 

429,347 

その他の項目 
・他会計繰入金 
・減価償却費 
・有形固定資産及び無形 
固定資産の増減額 

 

492,033 

915,997 

1,056,490 

 

123,737 

87,674 

△59,536 

 

615,770 

1,003,671 

996,954 
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収      入 (単位：千円)

 1
公共下水道事業収
益

1,909,622

 1 営業収益 925,489

 1 下水道使用料 855,222

 1 下水道使用料 855,222

 2 雨水処理負担金 69,934

 1 雨水処理負担金 69,934 一般会計負担金

 3 その他営業収益 333

 1 手数料 94

 2 行政財産使用料 9 電柱占用料他

 4 雑収益 20 図面等複写実費

 5 会費等負担金 210

 2 営業外収益 984,133

 1
受取利息及び配当
金

5

 1 預金利息 5

目 節 金額 備        考

指定下水道工事店証交付手数料
排水設備工事責任技術者証交付手数料

児玉工業団地下水道維持管理負担金

令和４年度本庄市下水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項
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(単位：千円)

2 他会計負担金 327,696

 1 他会計負担金 327,696 一般会計負担金

3 国庫補助金 10,000

 1 国庫補助金 10,000

4 長期前受金戻入 646,420

 1 長期前受金戻入 646,420

5
消費税及び地方消
費税還付金

1

 1

消費税及び地方消費
税還付金

1

6 雑収益 11

 1 延滞金 10 受益者負担金延滞金

 4 雑収益 1

金額 備        考

消費税及び地方消費税還付加算金

款 項 目 節
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
収益

242,635

 1 営業収益 28,768

 1
農業集落排水使用
料

28,600

 1 農業集落排水使用料 28,600

 2 その他営業収益 168

 2 行政財産使用料 1

 4 雑収益 167

 2 営業外収益 213,867

 1
受取利息及び配当
金

1

 2 基金利息 1

 2 他会計補助金 101,202

 1 他会計補助金 101,202 一般会計補助金

 3 他会計負担金 54,463

 1 他会計負担金 54,463 一般会計負担金

 4 長期前受金戻入 58,201

 1 長期前受金戻入 58,201

2,152,257

款 項 目 節 金額 備        考

収益的収入合計
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支      出 (単位：千円)

 1
公共下水道事業費
用

1,733,408

 1 営業費用 1,631,234

 1 管渠費 143,305

10 備消品費 56

12 光熱水費 2,364 中継ポンプ場電気料金

14 通信運搬費 492

15 委託料 68,494
管渠調査業務委託
汚水管渠清掃業務委託他

16 賃借料 217 土地賃借料

19 会費等負担金 230 土木積算システム利用負担金

23 工事請負費 65,996 人孔蓋更新工事他

24 路面復旧費 5,280

30 材料費 110

51 手数料 66

 2
流域下水道維持管
理負担金

454,425

43

流域下水道維持管理
負担金

454,425

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 3 普及促進費 338

10 備消品費 149

13 印刷製本費 176

20 修繕費 13

 4 業務費 21,721

10 備消品費 14

15 委託料 14

19 会費等負担金 21,668

20 修繕費 25

 5 総係費 69,985

 1 給料 26,222 総係関係職員7人分

 2 手当 13,397

 3 賞与等引当金繰入額 4,242

 5 法定福利費 8,058

 7 旅費 119

金額 備        考

下水道使用料調定等事務委任負担金

款 項 目 節
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(単位：千円)

10 備消品費 581

11 燃料費 158

13 印刷製本費 132

14 通信運搬費 410

15 委託料 14 事業計画図作成業務委託

19 会費等負担金 14,445

20 修繕費 150

26 保険料 270

27 公課費 5 自動車重量税

32 報酬 242 下水道事業審議会委員報酬

47 貸倒引当金繰入額 1,295

51 手数料 225 ＥＢ手数料他

78 使用料 20 有料高速道路通行料

 6 減価償却費 939,391

36

有形固定資産減価償
却費

734,735

金額 備        考

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金
水道事業事務費負担金
庁舎使用負担金他

款 項 目 節
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(単位：千円)

37

無形固定資産減価償
却費

204,656

 7 資産減耗費 2,069

38 固定資産除却費 2,069

 2 営業外費用 100,824

 1
支払利息及び企業
債取扱諸費

100,804

40 企業債利息 100,804

 2 雑支出 20

81 その他雑支出 20

 3 特別損失 850

 1 過年度損益修正損 850

53 過年度損益修正損 850

 4 予備費 500

 1 予備費 500

91 予備費 500

金額 備        考

過年度過誤納還付金及び還付加算金

財政融資資金30件
地方公共団体金融機構資金90件
銀行等資金4件

款 項 目 節
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
費用

246,787

 1 営業費用 231,529

 1 管渠費 16,631

14 通信運搬費 317

15 委託料 3,707

16 賃借料 132

23 工事請負費 11,656
人孔等改修工事
路面応急復旧工事

25 動力費 819 中継ポンプ場電気料金

 2 処理場費 48,520

12 光熱水費 59 処理場水道料金

14 通信運搬費 152

15 委託料 28,666

19 会費等負担金 46

20 修繕費 9,964 処理場機械設備修繕費

25 動力費 9,480 処理場電気料金

款 項 目 節 金額 備        考

中継ポンプ場維持管理業務委託他

処理場維持管理業務委託
汚泥処分業務委託他

土木積算システム利用負担金
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(単位：千円)

51 手数料 153

 3 業務費 813

19 会費等負担金 813

 4 総係費 14,963

 1 給料 6,774 総係関係職員2人分

 2 手当 2,986

 3 賞与等引当金繰入額 1,109

 5 法定福利費 2,368

 7 旅費 29

10 備消品費 44

14 通信運搬費 5

19 会費等負担金 1,513

26 保険料 85

47 貸倒引当金繰入額 50

金額 備        考

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金
庁舎使用負担金他

下水道使用料調定等事務委任負担金

款 項 目 節
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(単位：千円)

 5 減価償却費 87,539

36

有形固定資産減価償
却費

87,539

 6 資産減耗費 63,063

38 固定資産除却費 63,063

 2 営業外費用 14,508

 1
支払利息及び企業
債取扱諸費

11,988

40 企業債利息 11,988

 2
消費税及び地方消
費税

2,500

46

消費税及び地方消費
税

2,500

 3 雑支出 20

81 その他雑支出 20

 3 特別損失 250

 1 過年度損益修正損 250

53 過年度損益修正損 250 過年度過誤納還付金

項 目 節 金額

都島クリーンセンター解体工事

備        考

財政融資資金15件
地方公共団体金融機構資金26件
銀行等資金1件

款
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(単位：千円)

 4 予備費 500

 1 予備費 500

91 予備費 500

1,980,195

款 項 目 節 金額 備        考

収益的支出合計
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収      入 (単位：千円)

 1
公共下水道事業資
本的収入

1,471,659

 1 企業債 948,400

 1 建設改良債 899,600

 1 建設改良債 899,600

 2 流域下水道事業債 48,800

 1 流域下水道事業債 48,800

 2 他会計負担金 56,130

 1 他会計負担金 56,130

 1 他会計負担金 56,130 一般会計負担金

 3 他会計補助金 21,594

 1
企業債元金償還補
助金

19,680

 1

企業債元金償還補助
金

19,680 一般会計補助金

 2
その他他会計補助
金

1,914

 1 その他他会計補助金 1,914 一般会計補助金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 4 国庫補助金 386,000

 1 国庫補助金 386,000

 1 国庫補助金 386,000

 5 負担金等 58,535

 1 受益者負担金 53,071

 1 受益者負担金 53,071

 2 工事負担金 5,464

 2 その他工事負担金 5,464

 6 預託金回収金 1,000

 1 預託金回収金 1,000

 1 預託金回収金 1,000

金額 備        考

水洗便所改造資金融資あっせん預託金回収金

款 項 目 節
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
資本的収入

34,308

 1 企業債 6,500

 1 建設改良債 6,500

 1 建設改良債 6,500

 2 他会計補助金 24,000

 1
企業債元金償還補
助金

24,000

 1

企業債元金償還補助
金

24,000 一般会計補助金

 3 県補助金 268

 1 県補助金 268

 1 県補助金 268

 4 負担金等 2,940

 1 受益者分担金 2,940

 1 受益者分担金 2,940

5 預託金回収金 600

 1 預託金回収金 600

 1 預託金回収金 600

1,505,967資本的収入合計

金額 備        考

水洗便所改造資金融資あっせん預託金回収金

款 項 目 節
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支      出 (単位：千円)

 1
公共下水道事業資
本的支出

1,845,255

 1 建設改良費 1,421,615

 1 管路建設改良費 1,372,809

 1 給料 20,308 管路建設改良関係職員6人分

 2 手当 10,254

 5 法定福利費 7,062

 7 旅費 41

10 備消品費 475

15 委託料 154,103

16 賃借料 250 臨時駐車場用地賃借料

19 会費等負担金 92,624

20 修繕費 10

23 工事請負費 1,081,001

31 補償費 1,000 物件補償料

35 報償費 3,646 受益者負担金一括納付報奨金

地盤変動影響事前事後調査業務委託
詳細設計業務委託他

水道工事等負担金
埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

公共下水道汚水枝線築造工事
舗装本復旧工事
取付管設置工事他

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

51 手数料 1,985 鑑定手数料他

80 雑費 50

 2
流域下水道建設負
担金

48,806

34

流域下水道建設負担
金

48,806

 2 固定資産購入費 2,354

 1
有形固定資産購入
費

2,354

58 車両運搬具 2,354 小型貨物車

 3 企業債償還金 420,286

 1
建設企業債元金償
還金

367,682

69

建設企業債元金償還
金

367,682

 2
流域下水道事業債
元金償還金

52,604

70

流域下水道事業債元
金償還金

52,604

 4
融資あっせん預託
金

1,000

 1
融資あっせん預託
金

1,000

74 融資あっせん預託金 1,000

款 項 目 節 金額 備        考

受益者負担金過誤納還付金及び加算金

財政融資資金23件
地方公共団体金融機構資金55件
銀行等資金4件

財政融資資金6件
地方公共団体金融機構資金16件

水洗便所改造資金融資あっせん預託金
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
資本的支出

72,170

 1 建設改良費 14,869

 1 管路建設改良費 9,451

23 工事請負費 9,451 取付管設置工事他

 2 処理場建設改良費 5,418

23 工事請負費 5,418 処理場機械設備更新工事

 2 企業債償還金 56,432

 1
建設企業債元金償
還金

52,912

69

建設企業債元金償還
金

52,912

 2
その他の企業債元
金償還金

3,520

71

その他企業債元金償
還金

3,520 銀行等資金1件

 3 基金積立金 269

 1 基金積立金 269

 1 基金積立金 269

項 目 節 金額

農業集落排水事業基金積立金

備        考

財政融資資金15件
地方公共団体金融機構資金24件

款
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(単位：千円)

 4
融資あっせん預託
金

600

 1
融資あっせん預託
金

600

74 融資あっせん預託金 600

1,917,425

節 金額 備        考

水洗便所改造資金融資あっせん預託金

資本的支出合計

款 項 目
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